予算要求資料
平成27年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：児童福祉費　目：希望が丘学園費　　　
	事業名　新希望が丘学園移転事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　  岐阜県立希望が丘学園　管理調整係　電話番号：058-233-7121（内22）

　　　                                E-mail：c22315@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　      20,049千円（前年度予算額： 0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	20,049
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	20,049

	決定額
	20,049
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	20,049


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
現希望が丘学園（病院、医療型障害児入所施設、医療型児童発達支援センター）は、老朽化・狭隘化が進む施設整備の更新や、障がい児を取り巻く、福祉、教育、医療の各分野にわたる広範囲な環境の変化にどのように対応していくかという課題を抱えている。

このため、医療・福祉・教育が一体となった障がい児療育の拠点として再整備を行うこととしている。新施設の建物本体の工事は、平成２６年３月から着々と進んでおり、平成２７年９月に「希望が丘こども医療福祉センター」と名称を改めて、新施設での供用開始する予定である。

このため、移転関連の費用が発生するものである。
（２）事業内容

１　移転事業費

（１）病院移転事業費（平成26年度 債務負担行為）

・当学園は、病院であるとともに、医療型障害児入所施設であり、その他にも児童発達支援センター、短期入所事業、相談支援事業などの福祉事業も運営している。
・このため、病院という特殊性から入院患者移送も含めて、休診等の影響を最小限にしながら、移転計画の策定やスケジュール管理を遅滞なく行い、限られた時間内で円滑かつ安全・確実に移転作業を進める必要がある。

・また、医療機器等直接メーカーと契約し、移設する必要がある機器も多数あり、移転に際して調整が必要である。

・そこで、移転業務の専門能力を有し、病院移転業務の請負実績が豊富な者に委託する必要がある。

【契約期間】　平成２７年１月から平成２７年９月１日まで

（２）医療機器等移転事業費

　　　医療機器等については、専門業者に機器の取り外し、設置、動作確認を委託する必要がある。

（３）移転に伴う粗大ごみ等処分費
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	10,469
	病院移転事業費（H26年度債務負担行為）

	
	　8,201
	医療機器等移転事業費

	役務費
	1,379
	移転に伴う粗ごみ等処分費

	合　計
	20,049
	


	　決定額の考え方　



	


４　参考事項
（１）その他参考事項
＜現状＞

・当園は、県下で唯一の児童福祉法に基づく医療型障害児入所施設、児童発達支援センター及び医療法に基づく病院である。病院としての診療科目は「整形外科」・「小児科」・「歯科」・「精神科」を擁する。
＜再整備の状況（年度）＞

H23　整備方針決定　　　　　H23・24　設計業務委託業者選定

H24・25　基本・実施設計　　H25　建設工事業者選定造成工事、建設工事

H27　竣工、供用開始
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・新学園（新名称：「希望が丘こども医療福祉センター」）が、新施設で平成２７年９月に供用開始するまでに、移転業務を完了させる。
　


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	障がい児療育拠点の再整備に伴って発生する必要不可欠な性格の事業であり、指標を設定することは困難。


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	供用開始に向け、移転業務は必要不可欠である。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・入院患者の移送も含めて、病院の休診等の影響を最小限とした効率的な移転の計画を策定する。

・限られた時間内で、円滑かつ安全に移転作業を進める。



（次年度の方向性）
	・平成２７年中に事業が完了するため、平成２８年度以降の事業費の発生予定はない。



